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令和６年第２回南幌町議会定例会 

一般質問（質問者３名） 
（令和６年６月１２日） 

 

 

①「補聴器購入費の助成について」 

 

熊木議員 

補聴器購入費の助成について、町長に伺います。令和３年第２回定例会で、高齢

者補聴器購入費助成について一般質問をしました。町長は、国において「認知症施

策推進大綱」により、認知症の予防と共生を主眼においた施策を推進していること

から、国の公的補助として制度化されることが望ましいと考えており、今後、国や

道、他市町村の動向を注視してまいりますと答弁しました。高齢化とともに耳の聞

こえが悪くなり、コミュニケーションが取りづらく外出をためらうなどの悩みは多

く寄せられています。 

昨年実施した第９期介護保険事業計画、高齢者福祉計画の日常生活圏域ニーズ調

査・在宅介護実態調査のなかでも「外出を控えている理由」という問いで、耳の障

害（聞こえの問題など）が９．６％となっています。同計画の基本理念にうたわれ

ている「高齢者が住み慣れた地域でいつまでも健康で自分らしい生活を最期まで送

ることができるまち」に沿って、補聴器購入の公的補助を町で検討することが必要

ではないでしょうか。 

補聴器は大変高額で、補聴器が必要であると考える方が購入を見合わせるという

状況が生まれているのではないでしょうか。各種広告で補聴器がよく取り上げられ

ている昨今ですが、道内では２２自治体で制度化し、利用者からは補助が受けられ

て購入することができたと喜びの声があがっているとお聞きます。今年４月から旭

川市ではモデル事業として上限５万円、対象５０人でスタートしています。また、

隣の北広島市では、対象は６５歳以上、上限５万円、すでに利用中で新しく買い替

える方も含むという制度を取り入れていますが、本町での実施について考えを伺い

ます。 

 

大崎町長 

補聴器購入費の助成についてのご質問にお答えします。 

本町の補聴器購入の補助については、障害者総合支援法に定める補装具として、
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聴覚障がいの身体障害者手帳６級以上の交付を受けている方及び難病の方を対象

とした国の補助制度により対応しています。 

ご質問の高齢者の補聴器購入に対する助成制度については、独自の助成制度を実

施している自治体が全国的に増加傾向にあることは承知していますが、現在、国に

おいて高齢難聴者に関する調査研究として、「聴覚障害の補聴器による認知機能低

下の予防効果を検証するための研究」が進められ、また、全国市長会などから制度

創設を求める要請がされていることから、国の公的補助として実施すべきものと考

えており、引き続き、国の動向を注視してまいります。 

なお、難聴は高齢者の多くの方が直面する課題であり、気づかないうちに進行す

ることが多いことから、チェックシートなどによる早期発見と、難聴が疑われた場

合の医療機関への受診勧奨に努めてまいります。 

 

熊木議員（再質問） 

 再質問を行います。なんか大変残念に思います。私は先ほどの質問の中でも申し

ましたけれども、令和３年６月に同じ質問をしました。先ほど答弁にありましたよ

うに、町長は、国の動向を注視していくという答弁でした。今回も同じようなこと

で、ちょっとがっかりしました。先ほど聴覚障がいの身体障害手帳の件で御答弁が

ありました。そもそも国の制度として、障害者総合支援法に基づいて補装具費支給

制度というものがありますが、障害者手帳の交付、聴力が７０デシベル以上の重

度・高度に限っているということで、軽度・中度は対象外となっています。この難

聴の程度というのは、聞こえ具合で７０デシベルというのは、両耳で４０センチ以

上離れると、その会話が理解できないと言われています。４０センチの範囲でしか

会話が聞き取れないというのはかなり大変な状況かと思います。町長としては、こ

うした制度、国の制度ですから、それに対して、この見直しも含めて意見とかを言

うということは考えていないでしょうか。それを１点伺います。 

また、前回の質問で、私は国際アルツハイマー病会議でランセット国際委員会が

認知症の３５％は予防可能な９つの原因により起こりうると考えられると話して

います。その中で難聴は９％で、最大の危険因子であると発表したということが紹

介されています。難聴による聞こえの低下がなぜ認知症に関係するかは未だに未解

明ですが、日常生活の中で意思疎通がうまくいかなくなったり、社会参加をためら

ったりする実態があると思います。加齢性難聴はコミュニケーションを困難にする

だけでなく、脳の機能低下につながり、鬱や認知症の原因になると考えられていま

す。私は先ほどの質問のなかで、昨年行ったニーズ調査のことについて質問しまし

た。このニーズ調査であらわれているのは、聞こえの問題で、９．６％という答え



３ 

 

が出ています。これは調査に回答していない方を含めると、加齢による難聴者は増

えているというのが実態ではないでしょうか。この調査結果については、町長とし

てはどのようにお考えか、それを伺います。 

難聴者の社会参加を促すためにも、補聴器は本当に必需品だと思いますが、本当

に高額なため購入をためらっているという方は多いと思います。広告とかが入って

くる中でも、上限が本当に１００万とか１５０万とかっていうのも見られます。そ

れで、広告とかに出ているのを使って、でもなかなかこううまく合わないという悩

みもあって、それでなかなか使わないというような人も見受けられます。耳の不調

を放っておくうちに、やはり手後れになるというケースが生まれていると思います。

補聴器は、眼科とか歯科の治療に保険が適用されるのに対して、保険がきかず高額

となっているというのが現状です。諸外国では保険適用というのがあります。日本

の場合は、この補聴器に関しては保険が適用されない、こういうような現状もあり

ますので、先ほど町長が答弁したように、国としてやはり制度として実施していく

というのは私も同感ですけれども、やはり早いうちにこの町内でも補助を進めてい

くということが必要ではないかと、繰り返し質問しています。 

確かに北海道で２２自治体というとまだまだ一部とは思いますけれども、全国で

は２７０自治体でこの補聴器購入費助成事業が実施されています。それによって会

話がスムーズになったとか、社会参加を十分できるということで、認知症を遅らせ

たり、高齢者がいきいきとこのまちで過ごしていくというような実践が積まれてい

ると思います。そういう意味では、本町でもこのニーズ調査に基づいて、やはり助

成制度を検討するというふうに私は必要だと思いますけれども、再度伺います。 

 

大崎町長（再答弁） 

熊木議員の再質問にお答えさせていただきます。アンケート調査結果でございま

すけども、外出を控えている理由ということで、まず１番目には足腰の痛み、２番

目で外での楽しみがない、３番目が病気、４番目が交通手段がないということで、

５番目に耳の聞こえの問題ということで、今回９．６％のアンケート調査の回答を

いただきました。前回第８期の時、令和３年度から５年度に向けてのアンケート調

査結果でございますけども、耳の聞こえの問題とお答えした方は１０．３％でござ

いましたので、ほぼ横ばいではないかなというように私は考えております。本町の

難聴者の状況でございますけれども、聴覚障害２級から６級の手帳交付者は、本町

では１８名いらっしゃいます。大半がかなりの高齢者であります。 

また、手帳交付以外の方もおられると思いますけども、その数については町のほ

うでは把握はできておられません。また、補聴器が高額であると。または高額のた
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めに購入を見合わせるというような方がおられるのではないかということでござ

いますけども、補聴器の価格はおおむね３万円から高額なものまで、幅広い価格帯

ではないかなと思っております。町のほうでは高額のために買い控えをされている

と、控えているという方がいらっしゃるという話は、担当のほうにも私のほうにも

聞こえてはきておりません。 

それで、全国的な状況でございますけれども、全国１，７４６市町村のうち、現

在制度化されているのが２３８自治体ということで、１３．６％でございます。道

内では議員からのお話もありましたけども、２２市町村で１２．２％というような

状況でございます。管内では赤平市、歌志内市、沼田町の２市１町であります。そ

れで本町の購入費助成の考えでございますけれども、前回も御答弁させていただき

ましたけども、全国的な実態、そしてこれから向かう超高齢化社会を考えた場合、

購入費の助成については、やはり国の制度で行われるべきというように私は考えて

ございます。なお、町長としてそういう国に対しての要望はしないのかというお話

がございましたけども、全国市長会、そして北海道市長会のほうからも、こういう

要請活動が行われていまして、また、本町議会においても令和元年の第２回定例会

において意見書を採択されて、国のほうに制度の充実を要望されております。従い

まして、私についてはその国の制度化を早急にされるべきであろうというように考

えてございます。なお、その期間に難聴者が、難聴の方が進む、症状が重くなると

いうような御指摘でございましたけども、今耳の聞こえがよくない方に対するチェ

ックシートなんかもありますので、そういうものを使いながら、それは保健師のほ

うでそういう方との対応になるわけですけども、そういうものを使いながら耳鼻科

への受診勧奨に努めるというような考えでございますので、よろしくお願いをした

いと思います。 

 

熊木議員（再々質問） 

再々質問を行います。質問して再質問して、再質問ですけれども、答弁は変わり

ないということでした。ニーズ調査についても、今町長からのお話を伺いました。

私はニーズ調査をして、やっぱり実態がわかってきていると思うんですよね。それ

で、先ほどチェックシートによって保健師さんが聞き取りしたりということもあり

ましたけれども、令和３年の質問の中でも、例えばその健康診断に耳鼻科の医師を

招いて、聴覚検査、そういうものをするとか、そういうことができないかというこ

とは、予算委員会とかそういう中でも質問してきましたけれども、本町には耳鼻科

がないということもありまして、なかなかそこを受診するというのが大変だという

こともあると思いますので、今後健康診断の中で、聴力のそういう聞き取りとか、
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そういうものをやっていくということをぜひ取り入れて、早期発見に努めてはどう

かと思いますが、そこは見解を伺います。 

また、昨日から北海道新聞に難聴への備えという記事が連載されています。これ

は高齢者だけでなく、スマホやリモートの作業、イヤホンでの日常的な視聴により、

若い世代で難聴が早く出る可能性があるのではないかと危惧すると、難聴研究の第

一人者であります札幌医科大学の教授が記事を寄せています。高齢者のみならず、

今、難聴は広がっているということが今日の新聞の記事でも伺うことができました。 

高齢者が住み慣れた地域でいつまでも健康で自分らしい生活を最後まで送るこ

とができるまちというのを掲げている町としては、やはり国に対して要望を、私た

ちも意見書を出しましたけれども、全国市長会とかそういう中でも意見を出してい

るということですが、それがなかなか制度化にならないので、各自治体ではやっぱ

りやりくりをしながら今、先進的に進めているというのが実態ではないかと思いま

す。町長が言われるように、道内でも１３％とか、少ないパーセンテージでという

ふうに思うかもしれませんけれども、やはり１割以上の自治体がそれを取り組んで

いるということは大きなことだと思います。沼田町とかでも取り入れていて、５万

円を上限にということですけれども、根室だったか、ほかのところでは何回もでき

るということとか、補聴器の修理とかそういうことにも適用するという細かいもの

を設けながら、町民とか住民から聞き取りをしながら進めているという実態があり

ますので、国任せにしないで、町としても、私は旭川が今回モデルケースとして５

０人を対象にということで始めました。それはやっぱり長い間、老人クラブとかい

ろんな所からの運動とかもあって実現したものだと聞いていますけれども、町の予

算の中で、難聴の人が全てそれを申込みをして、この補助制度を利用したいという

のはなかなか考えにくいと思います。そうであれば、この理念にあるように、町と

してそれを応援するという意味で、一定の予算をつけてそこの中で検討していくと

いうぐらいの姿勢があってもいいのではないかと思いますけれども、再度町長にこ

れを伺います。 

 

大崎町長（再々答弁） 

熊木議員の再々質問にお答えをいたします。難聴者の方、購入されても雑音とか

煩わしさがあって、それで取り外して、なかなか普段使いをされない方も多いとい

うように聞いています。また、私もお聞きするんですけども、既に補聴器を有して

いるんですけども、利用していない方が多いと、利用されない方が多いというよう

なことも聞いております。 

また、全国的に今、前回からみれば制度を単独事業でやられている所も増えてい
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るのも事実でございますけども、一方、制度化して購入はしたんだけども装着率が

低いということで、制度を取りやめている市町村もあるようであります。制度があ

ることには越したことではないわけでございますけども、やはり難聴者、加齢性難

聴、特にやっぱし生活習慣病の予防が大事であるというように考えてございますの

で、引き続き保健事業と介護予防事業の充実に努めてまいりたいと思っております。 

また、健康診断の中でということでございますけども、このことについては、な

かなかほかの方もいらっしゃるというようなこともあって、環境が取れないという

ことで、健康診断の中でというのは難しいようであります。いずれにいたしまして

も、高齢者や障害をお持ちの方が住み慣れた地域で、自分らしい生活を送り続けて

いただけるように、外出支援などを含めて寄り添った形で、町の保健行政、福祉行

政を推進してまいりたいというように考えております。 
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①「「はれっぱ」効果を地域活性化に結びつけるために」 

 

湯本議員 

それでは、はれっぱを効果的に地域活性化に結びつけるためにということで、町

長にお伺いをしたいというふうに思います。国立社会保障・人口問題研究所、いわ

ゆる社人研と言われているものですが、２０５０年の人口減少は全国的に大きな波

紋を呼んでいます。 

南幌町は現在、子育て支援、住宅建築助成金の最大２００万円の補助、子ども室

内遊戯施設「はれっぱ」の開業など、独自の取組で人口増を実現し、全国的にも注

目を浴びています。 

「はれっぱ」が開業して１年が経過しました。想定を超える来場者数で、全国的

にも南幌町の知名度を大いに上げる成果を生み出していると思います。 

社人研は南幌町の２０５０年の人口予想を４，３５２人としていますが、こうし

た町の取組によってこの予想よりも緩やかな減少になることが予想されます。国全

体の人口減少傾向が続く中、一町村の努力によって人口を維持し続けることは至難

であり、全国的な流れからは緩やかであるにしても遅かれ早かれ南幌町も人口減少

による財政的な負担は避けられないと考えています。１番の問題は人口減少によっ

て公共施設、インフラなどの維持管理費が重く町民にのしかかり、負担が大きくな

り、町の財政が維持できなくなることが懸念されます。 

こうしたなか、「はれっぱ」の来場者数が２１万人を超えたとする明るい報道が

ありましたが、大きく予想を超えて来場しているとはいえ、町からの指定管理料は

決して小さくはありません。「はれっぱ」来場者の経済的効果はまだ十分に利用し

切れているとはいえない状況であると考えることから、以下の２点についてお伺い

いたします。 

１、ビューロー特販所の拡充や、「はれっぱ」周辺に手軽に立ち寄り、地場の農産

物などを購入できるように周辺商業地域を活用することは考えられないか。 

２、現在の指定管理者制度では将来、町民負担の増大が懸念され、大きな負担とな

ることも予想されます。「はれっぱ」の経済効果を高めるために来場者の町内消費

を促す施策の考えはありますか。 

 

大崎町長 

「はれっぱ」効果を地域活性化に結びつけるためにのご質問にお答えします。 

１点目のご質問については、現在、ビューロー特販所では、観光協会の会員が生

産する米、野菜、特産品を販売していることから、「はれっぱ」に来場される多く
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の方々に立ち寄っていただけるよう、特販所の充実について、観光協会と協議して

まいります。 

また、「はれっぱ」周辺において地場農産物などを購入できる場所として、ビュ

ーロー特販所とＡコープ南幌店がありますが、他に地場農産物の購入については、

町内の農産物直売所に足を運んでいただけるよう、「直売所マップ」などを活用し

情報発信を行ってまいります。 

２点目のご質問については、「はれっぱ」の来場者に対し、施設内に設置してい

るデジタルサイネージによる飲食店情報の紹介や、観光協会が作成した「ラーメン

街道」、「すいーつ巡り」などのリーフレットを配置し、各店舗の情報発信を行っ

ています。 

また、市街地においては、新たに、鮮魚店、パン屋、カフェなどが出店されてい

ます。「はれっぱ」の来場者に、町内各店舗を利用していただくためには、事業者

における取組が不可欠であると考えることから、町内消費の促進に向け、商工会と

協議してまいります。 

 

湯本議員（再質問） 

 答弁に対する再質問を行います。今町長述べられたんですが、これは今やられて

いる行政の側で、はれっぱにも、温泉などにも、ラーメン街道やスイーツ街道など

などの取組、これらや南幌町内にある商店の紹介などをやっている。それは民間と

いうか、それぞれの人方の御努力を軸に、そこを紹介しながら町を宣伝するという

ことでやられているわけです。しかし、はれっぱをつくった最大の目的は何かとい

うことだと思うんです。はれっぱは今御存じのように目標数を大きく超えて、２１

万人が来場したということは先ほど一般行政報告の中でもありました。はれっぱに

来て、子どもの声が中央公園に響き渡り、そして地域の人と町外の方々が交流をす

る。この点での目標は大いに成功したというふうに思うし、これを成功させた努力

に対しては私も敬意を表するものであります。 

しかし、先ほども言いましたように、指定管理制度のもとでは、毎年町が、ここ

に何十万人の来場者が来ても町の収入にはならないわけですよね。町は指定管理料

を支払うわけです。そして遊具などの更新などがあれば、それらについても町が負

担していく。町の負担は続くわけです。そしたら何が重要かというと、町もこの地

域再生計画の中で述べているように、はれっぱをつくることによって町の活性化、

そして町の地域に対する経済的効果、これを大きく勝ち取っていくと。変な話です

けど、民間の言葉で言えばですね、はれっぱで大きく消費者を呼び込んで、そして、

その人方に町にお金を落としてもらおう、経済的効果を発揮してもらおう、そして
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居住をしてもらおうと。まちの魅力を知っていただいて。これが目標だと思うんで

す。であればですね、先ほどの答弁で従来今やられているような農産物の販売方法

や、町の魅力を発信するということについては非常に弱いというふうに思うんです。 

アンケートとか大がかりなことで聞いたわけじゃありませんけれども、多少私も

パークゴルフで近くにいながら、利用者の方にどうですかと数人の方に聞いたとこ

ろ、やはり一番問題は、はれっぱは面白いねって。でも町に来るとはれっぱ以外に

行く所がないわと。せっかくこの農産物、田舎という言葉を使っちゃいましたけど、

農産物が豊富にあるだろうと思って期待して来ても、どこにも売ってないよねと。

いや、ビューローにありますよと言っても、ほとんどの方は、えーって。申し訳な

さそうに置いてあるような形では、なかなか魅力を感じないと。やっぱりもっとも

っと町の魅力を発揮した農産物の販売所なりですね、ないんだろうかという答えが

たくさんありました。お店もたくさんあるけどみんな遠いよねって。車で探し回り

ながら行かなきゃいけないし。こういうこともあります。 

何よりも、町の中心街にこの効果が出ているかというと、それは御存じのように、

なかなか町の中心街には恩恵がまだ回ってきていないというふうに思うんですね。

まだはれっぱが昨年開業して１年ですから、はれっぱ自体の成功は大成功だという

ふうに思うんですが、これを町がつくったこの地域再生計画に基づいて、目標数は

出ているわけですよね。それからすると、今の町長の答弁は非常にちょっと消極的

というか、ちょっと心配になるような回答だったんですけれども、本施設整備によ

る町内への経済波及効果として約２億４，３００万円。これが見込めるほか、町民

税の増収額を約５８０万円見込んでいる。もうこの事業をするに当たって、地域経

済効果をどのように見るか、試算は出ているわけです。これは計画ですからね、こ

のとおりにいくとは当然思えません。しかしその努力はしなきゃならないし、それ

にあった施策は出してこなければならないと思うんです。でなければ、はれっぱは

残念ながら何十万人来ようとですね、町の町民にしてみれば大きな負担になりかね

ない。そういう事業だということを指摘しておきたいというふうに思うんです。 

ですから質問しますけれども、今やられてるようなビューローに依存するのか、

もっと町が力を入れて、もっと本格的に町のというか、町内に経済的効果を及ぼす

ような施策を講ずるつもりがあるのかどうか、再度質問いたします。 

 

大崎町長（再答弁） 

湯本議員の再質問にお答えいたします。経済効果のことを随分言われていました。

町のほうとしましては、経済効果は当然必要でございます。現在１年目、施設の導

入目的に当たって、いろいろ努めてまいりました。その結果として、大きく交流人
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口の拡大、知名度向上、中央公園のにぎわい、これなんかが町の活性化につながっ

ていると私は思ってございます。また、子どもたちの関係でございますけども、子

どもたちも元気で室内で遊んでいただいて、お母さん同士のコミュニティも広がっ

ていて、そういう意味での効果はあるのかなというふうに考えています。また、中

学生も現在も放課後なんかは友達とスマイルゾーンに来て宿題をしたりして、そう

いう小学生・中学生の居場所づくりにもなっているのではないかと思います。また、

年配の方も数人でコーヒーを飲みに来て会話を楽しむなど、幅広い世代の方に利用

されていて、地域のコミュニティとしての顔ができつつあるのかなというように考

えてございます。 

そしてオープン以来、雑誌・新聞・テレビでも放映されて、こういうことで本町

の知名度向上、そして本町における子育て支援の手前味噌ではありますけども、評

価・認知度が高まってきているのではないかなというように考えてございます。こ

れに経済効果がつながればベストなわけでございますけども、なかなか今現在そう

なっていないという御指摘をいただきました。 

ビューローの特販所、軽食コーナーの運営については、観光協会でやってござい

ます。それで、ビューロー全体の利用者数、コロナ禍前が６万７，０００人でござ

いました。それで令和２年、４万５，０００人。令和３年、５万人。令和４年、５

万６，０００人。そして昨年度が６万２，０００人で、徐々にコロナ禍前に戻りつ

つあるように感じております。それで、農産物の直売所、ビューローに申し訳なさ

程度にしかないということでございますけども、これにつきましては会員の方が出

していただいて、今１８名いらっしゃるんですけども、その方々が出していただい

ております。これについての充実については、当然このコロナの来場者が増えてお

りますので、観光協会とも十分協議をしてまいりたいなというように考えてござい

ます。また、ほかの場所としましては、Ａコープのもぎたて市がございます。そっ

ちのほうも農協さんのほうで６月から１１月の間開設していただいているという

ようなわけでございます。ほかに町内で買える場所がないということでございます。

まあ、農村部に直売場がございまして、そっちのほうで新鮮なほうの野菜をお求め

ということで、町ではマップなどを作成して、そっちの利用促進も呼びかけており

ます。いずれにしても、ビューローの特販所の関係については、多くの方が利用し

ていただけるように農産物の品揃えも含めて、観光協会と協議をしてまいりたいと

いうような考えでございます。 

それと、経済効果を種々言われておりますけども、オープンしてまだ１年でござ

います。我々も懸命にやってきました。それで経済効果、やはりこう町が経済をす

る上での主体的にはなりうることはできません。やはり事業者の取組、それと施策
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を結びつけなければなりません。それで事業者の取組については、商工会のほうに

も種々お願いしておりますけども、なかなかまだ結果としてはあらわれてはいない

のかなというような段階でございます。これから２年目になりますけども、そうい

うことも含めまして内部でも議論を深めて、また各関係機関とも連携しながら経済

効果が果たされるように努めてまいりたいというように考えています。 

 

湯本議員（再々質問） 

町長もなかなか大変だというふうには、わかるんです。というのは、例えば南幌

の農産物の関係で言ってもですね、この前ＪＡの役員の方ともお話をしました。南

幌は品数がというか、品目が少ないですよねという話を率直に交流の場でさせてい

ただいたんですけれども、南幌は法人が多くて、作物は全部機械化によってできる

ものはやるけど、人手のかかるような作物はなかなかつくりきれないと。従って、

そうした野菜のですね、手間のかかるようなものはなかなか販売ルートというか、

地元におりるぐらいの数をつくるということはできないというような話などです

ね、商工会の人方とも困難な話をいろいろ聞いているわけです。であればですね、

やっぱりそこは町がもうちょっと主導権を持ってですね、こういった関係団体と話

をしてもいいんじゃないかというふうに思うんですよね。本当にこのはれっぱで人

が来ていただいて、町の魅力をもっと存分に出していこうというのであれば、思い

つきで申し訳ないですけど、町営農園だっていいと思うんですよ。町民の方々の力

を借りながらですね、安心安全な無農薬の野菜を届けるというようなことをしても

いいと思いますし、それができなければ、やっぱり週に１回でも２回でも土日市場

みたいな形で、はれっぱの近くで、せっかく来ていただいている方々に、町の農産

物を手に取って買い求めていただくというようなことなども含めて、民間任せと言

ったら変ですけど、努力をいろいろお願いをしているようですけれども、それにと

どまらずに、町が本当にもっともっと先を切り開いていくようなつもりでですね、

ぜひ先導していただきたいというふうに思います。 

いずれにしても、まだこの事業が始まったばかりで、あれこれの評価についても、

こうだということも私は今言うべき時期ではまだないというふうに思っています

ので、ぜひこうした意味では経済効果をきちんと発揮できるような方策をですね、

町長は先般２期目の意向はもう表明されているわけですから、町長の今度の政策の

中にもしっかりと入れていただけるということを期待して、再度ですね、思い切っ

たそういった形で町が主導を持って、各団体との協議を進めていく。町民の力も借

りていくということについて、御質問させていただきたいと、ご返答いただきたい

と思います。 
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大崎町長（再々答弁） 

町がですね、関係機関と積極的に協議していくということについては、今までの

姿勢と変わりはありません。また、農産物がなかなか市街地で買えないということ

でございますけども、本年１２月にスーパーマーケットがオープンされます。その

中で地場産農産物だとか、特産品を取り扱っていただけないかというような今、協

議も進めているところでございます。なかなか町が建物を建てて、また農園をやっ

て、それを売るというようなことは、なかなか今までの例からしても、ほかの町か

らみてもなかなかこれは困難であります。やはり民間の活力と連動していくという

ことが私は大事であると思ってございます。 

それと経済効果につきましては、やはり直接的な効果と間接的な効果があります。

また将来的な効果もあります。なかなか把握が難しいというのが現状でございます。

そんな中で、お店のほうにつきましても、先日商工会長のほうから、料飲店に対し

ましても土日の営業ですとか、お昼の営業ですとか、そんなような要請をしていた

だいております。そして私のほうからは、商工会の先般あった総会の中で、私の挨

拶の中で、こういうはれっぱの来場者が予想を上回る多く来ていただいていると。

このことを踏まえて、町の町内の消費拡大につながる取組について検討いただくよ

うにお願いをさせていただきました。同様に、議長の挨拶でも述べられております。

そんなことで、関係機関への働きかけはしているつもりでございます。しかし、飲

食店や小売業、高齢化や後継者不足という問題が深刻化しております。それと事業

者それぞれ、事情も抱えていることと思います。また、はれっぱが開設して１年で

ございますから、その様子を見られている事業者もおられるのではないかなと思っ

ております。 

いずれにしましても、そんなようなことで町が中心となって、そういう活性化に

ついて努めていきたいという気持ちは変わりません。しかし、はれっぱの成果とし

て経済効果は大変重要でございますけれども、施設の整備の目的としまして、先ほ

ど申し上げました町民のコミュニティや居場所づくり、このような基本な取組をし

っかりやっていきたいというように考えてございます。 
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①「有機栽培と社会の現状及び将来の農業のあり方について」 

 

高橋議員 

基幹産業が農業の南幌町で、農家ではない私が今回の質問というのは大変失礼に

値すると自覚しておりますので、初めに深くお詫びを申し上げます。それでは質問

に入らせていただきます。有機栽培と社会の現状及び将来の農業のあり方について。

現在、南幌町では化学肥料、農薬の使用を前提とした慣行栽培が大半であると認識

していますが、多量の農薬を使用することによる水質汚染や生物多様性の脅威、農

薬が人の健康に与える悪影響などに懸念があります。 

先日、議員の学校で講師をしていただいた、鈴木宣弘教授の講義内容を参考にし

ますと、輸入にほぼ１００％依存している化学肥料の原料である、リン、カリウム、

尿素が、クワトロショックにより高騰し購入できないことや、すでに生産中止の配

合肥料も出てきて今後の国内農家への肥料供給の見通しが立たなくなってきてい

ます。 

化学肥料の原料が調達できなければ国内生産量は大きな影響を受けると言われ

ています。 

慣行栽培には形がきれいで収穫量も多く、安価で安定した食材の供給がしやすい

などのメリットがあります。しかし、今後日本は化学肥料に頼らずに国内資源を最

大限活用する有機農業の技術が従来の農家にも重要になると考えられることから、

以下の２点について伺います。 

１、環境保全型農業直接支払交付金の取組の中に堆肥の施用がありますが、将来の

有機農業転換への起爆剤として期待できます。町単独で堆肥の施用に交付金予算を

組むことはできないでしょうか。 

２、日本の食料自給率は３８％程度ですが、種や肥料の自給率の低さを考慮すると

１０％程度だと言われています。現在の不安定な世界情勢の中で、南幌町の基幹産

業である農業を守るために私たちにできることは何なのか、あるいは何が最善と思

われるか等、町長が考える将来の南幌町の農業のあり方について伺います。 

 

大崎町長 

有機栽培と社会の現状及び将来の農業のあり方についてのご質問にお答えしま

す。 

１点目のご質問については、環境保全型農業直接支払交付金は、化学肥料・化学

合成農薬を５割以上低減する取組と合わせて行う、地球温暖化防止や生物多様性保

全等に効果の高い営農活動に対し、国、道、市町村の負担割合により交付するもの
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です。 

また、６月５日に公布された「改正食料・農業・農村基本法」において、「環境

と調和のとれた食料システムの確立」が掲げられ、今後、環境負荷低減の取組に対

する具体的な内容が検討されることから、町独自による「堆肥」施用に係る支援を

行う考えはありません。 

２点目のご質問については、本町では、令和２年に「南幌町農業振興ビジョン」

を策定し、一つ目に「収益性の高い農業の確立」、二つ目に「経営基盤の強化に向

けた担い手の育成」、三つ目に「消費者との交流と食育の推進」、四つ目に「環境

と調和した活力ある農村の構築」を柱として掲げ、農業振興を推進しています。 

なお、現在、国において新たな「食料・農業・農村基本計画」の策定を進めてお

り、今後の農業情勢と本町の実情を踏まえ持続可能な農業の推進に取り組んでまい

ります。 

 

高橋議員（再質問） 

 一つ目の質問はわかりました。出す気はないということですよね。はい。 

二つ目なんですけど、そんなに難しい質問ではなくて、僕は農業のプロとかでは

ないので、結構もっと素人目線というか、町民さんからもちょっとこう多少は聞か

れているようなことだったので伺いたかったんですけど、有事の際ですね。有事の

際とか、今だったら海外の戦争とかで何か輸入が止まるとか、そういう場合ですよ

ね。そういう場合の食料安全保障みたいなものの観点から、町長が南幌町の農業は

今のままでも安心であると思っていらっしゃるのか、もしくは違う流れをつくった

ほうがいいと思っていらっしゃるのか。要するに町長が考える食への安心感を感じ

取ってもらえる将来の農業のあり方について、どう思い描いていらっしゃるのかと

いうのを単純に聞きたかっただけなんですよね。だから国がとかではなく、町とし

てどう動くのか、動けるのかということですよね。それで有機栽培という話に今回

はなっているんですけども、そういう極端な事態なのかもしれないんですけども、

今から、例えば有機農家さんって少ないと思うんですけど、もうちょっとこう増え

てもいいのかなという。国内原料を使ってやる農家さんですから、輸入が止まった

としても、ある程度はちょっと耐えうるものになるのではないかなというところだ

ったんですよね。クワトロショックというのも、多分全部は知らない方もいると思

うので、４つあって、１つはコロナ禍というやつですね。２つ目は中国の爆買いで

すね。小麦、大豆、トウモロコシ、牧草、魚粉、肉、魚などですよね。３つ目が異

常気象、４つ目がウクライナ紛争ですね。これによって世界の食料争奪戦というの

が激化したということになっているんですけども、そういう有機とか、今も確かに
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有機はいいとは思うんですけど、酪農家さんも今ちょっと大変な状況なので、その

有機もしかしたら脅かされるようなことになるのかもしれないので、究極的には、

無肥料・無農薬みたいな考えにもなるのかなとも思いますし、これが何も起こらな

かったとしても、南幌町の自給率ではなくて、自給力と言うのでしょうかね。そう

いうものが上がるというのは、多分南幌町の一つの魅力ともなるのかなというふう

にも思ったりするんです。 

そういったところでさっきの給付金の話もそうなんですけど、今の社会情勢を考

えた時に、ちょっとでも有機のほうに少しずつでも移行していくのが大事なんじゃ

ないかなという農家さんも出てくるような気がしたんですけれども、町長の希望み

たいなものでしょうかね。僕なんかは今議員をやっていますけど、入る前はスロー

ガンとしては、有事の際にも絶対に飢えない自治体づくりという感じで、今議員を

やらせてもらっていますけども、何かちょっとこう、今のこの社会の情勢とかを見

ると、ちょっと僕も不安を感じているというところがあるので、例えばですよ。答

えやすいようにというわけではないんですけど、僕は素人なので笑っていただいて

も構わないと思うんですけど、例えば持続可能な、みたいなところで言えば、酪農

家さんとかを誘致してみるとか、グラスフェッドですよね。生きた牧草を食べて大

きくなるような、酪農家さんとか、あとは草堆肥とか。こういうのも化学肥料も高

いので、そういうのもどんどんこう活用していくような、１５年ぐらい前に何か農

協さんでも青年部の方が草堆肥を何かつくっていらしたという話も聞いているの

で、今後はそういうものもまた必要になってくるのではないかなとは思ったりする

んです。何かそういう急に有機栽培というのはもう絶対無理な話なのでそれはわか

っていますから、そういう不測の事態に耐えられる農業というようなイメージを持

っていただきたいなとは思いますし、なのでさっき言ったように、今でもいいと思

っていらっしゃるのか、違う流れをつくったほうがいいと思っていらっしゃるのか、

町長が考える、町民の皆さんに安心感を持っていただけるような、南幌町の将来の

農業ビジョンみたいな、そういう思いみたいなものをちょっとお聞かせ願えないか

なと思います。 

 

大崎町長（再答弁） 

高橋議員の再質問にお答えをいたします。ちょっと大変難しい問われ方をしたな

と言いますか、私の思っている農業のあり方と言いますか、これをどういう目線で

言うのかということでございます。町民の安心感という部分でお答えをするのか、

持続できる南幌町の農業という形でお話をするのか、ちょっとどの辺かわからない

んですけども、まず本町の農業の形態でございますけども、議員御承知のとおりだ
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と思うんですけども、耕地面積約５，４００町でございまして、ほとんどが田であ

りまして、全国的でも先駆的に基盤整備を進めてきた地帯でございます。現在の主

要な作物の作付面積でございますけれども、飼料用米を含めて今水稲が約２，００

０町、小麦が１，８００町、大豆が６００町、野菜が１７０町、その他地力作物と

いうような状況でございます。農家戸数は、御存じのとおり減少してきております。

従いまして、一戸当たりの経営面積も大きくなって、現在は３０町を超えておりま

す。そういうことから大型化が顕著でありまして、当然、機械化も進んでおります。

あと、近年は食用のお米が減少しているということで、本町の農業経営という見方

をすれば、水稲の場合はやはり経営の安定がしやすいということで、一番の作物で

ございますから、これについては一定の面積を確保していくということが大事でな

いかなというように思います。それと、やはりそうなれば小麦、大豆、または地力

作物、これらを輪作体系として、これらの作物を利用して輪作体系を組むという形

が、今現在大型化しておりますから、そういう土地利用型農業という形に進んでい

くのではなかろうかなと思います。これは今現状と、あと農家の経営安定というこ

とを考えればということでございます。軽々しく申し上げられませんけども、そう

いう土地利用型農業がこれからも進んでいくのではないかなというように考えて

ございます。有機農業を否定するものではございません。 

今現在、国のほうでここ最近、みどりの食料システム戦略、地球温暖化防止に向

けた環境負荷の低減対策としてそういうものが進んでおりまして、議員言われたよ

うに堆肥の施用ですとか、または公私の連携ですとか、そういう取組が増えており

まして、実際南幌町でもそういう取組をしている方がおります。これから今回６月

５日に公布された新農業基本法の４つの柱の中の１つとして、環境との調和という

ことが掲げられましたので、それを支える仕組みづくりがこれからされていくだろ

うと。それと、その基本法を具現化するための新基本計画というのが来年３月に策

定される予定でございます。その中で、それらが含まれてくるのであろうというこ

とであると私は考えてございます。 

また、先ほどはちょっと言い忘れたんですけども、高齢化・大型化に伴いまして、

労働力不足が今農家のほうでもかなり厳しい状況でございます。そういうことで担

い手の確保も力を入れていかなければなりませんし、また、これからは省力化とい

うことで、スマート農業も進めていかなければならないというように考えてござい

ます。あと、町民の安全安心ということで、町民の皆様からも本町の農産物を実際

に消費していただく機会もつくらなければなりません。お子さんに対しては、子育

て支援米とかということでやらせていただいています。また、地産地消ということ

では学校給食の取り入れをしたり、朝市なんかを開催しております。そういうこと
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で町民の皆さんからも安全安心と思っていただけるように、本町農産物の利用促進

が深められますように、そういう取組を進めてまいりたいというように考えてござ

います。なかなかいただいた御質問と答弁があっているかどうかわかりませんでし

たけれども、そのようなことでございます。 

 

高橋議員（再々質問） 

多分、僕が逆に質問されてもすごく答えづらいものだと思っています。先ほども

言いましたけども、本当に不測の事態ですよね。化学肥料の原料がもう全く止まっ

てしまったとか、さっき言った戦争などにより輸入が止まってしまったとか、そう

いったものになるとは思うんですけど、そういった時に輸入とか外資とか、そうい

うものに頼らないで、できる、動ける一次産業というのを守ることは結構大事だと

僕は思っているんですよね。なので、本当に究極的なことを言えば、住民さんみん

なが参加できるような、農業を守っていくような動きとかも、今から少しずつつけ

ていくとか、本当に小さいことでいいと思うんですよね。例えばさっき言った草堆

肥もそうですけど、町というか行政区で、皆さんで今雑草問題が結構町であります

けど、刈って一か所に溜めて、出来上がった草堆肥なんかを農家さんに運んであげ

るなど、本当に小さいことでもいいんですけど、今やられている施策とか、全部す

ごく大事だと思うんですけど、そういう小さい歯車を今からちょっとこう動かして

いかないと、そういうさっき言った不測の事態、そういうふうな時には、身動きが

取れなくなるんじゃないかなという、住民の皆さんも食への不安とかも一瞬で立ち

上がると思うので、住民全員で南幌町の一次産業である農業を守れるような流れと

か、そういうものが何かあったほうがいいと僕は思っています。何か一つでも具体

的なものがあれば、周りの職員さんは優秀な方がいっぱいいらっしゃると思います

から、そういう妥協案とか、そういうものも出てくると思うんですよね。 

なので再々質問なんですけど、何かそういう僕が今言ったようなことで、具体的

な何か１個でもいいんですけど、何かないでしょうか。 

 

大崎町長（再々答弁） 

高橋議員の再々質問にお答えいたします。有事の際というようなことでのお話で

はなかったかなと思いますけども、議員御承知のとおり、肥料につきましては原材

料の６割が国際価格なんかで大きな影響を受けております。ロシアのウクライナ侵

攻で、肥料が令和３年に一度ぐっと上がったんですけども、今年の１月に入ってか

らは減少傾向と。価格がですね、減少傾向というようなことになってございます。

それで、現在国のほうでも肥料の確保、備蓄ということで今力を入れております。
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また、それに対する外交なんかも力を入れてございます。肥料の確保という点でお

話をさせていただきました。 

それで、食料安全保障、有事の際の食糧安全保障は大変大きなお話であると思い

ます。この食料安全保障につきましては、まさに今新農業基本法の中に、食料自給

率の引き上げについても入れるということになりましたので、その動きをみる必要

があるのかなということでございます。国全体の食料安全保障については、これは

もう国全体でやっていかなきゃならない問題であるのかなと思います。 

あと、町民が何をできるのかということでございます。なかなか難しい質問でご

ざいますけども、今農協さんの販売高というのは、年間４０億から５０億ほど販売

高がございます。当然、それを維持して農家経営を安定させていきたいというよう

な思いがあります。そういうような農家の実情、今置かれている実情ですね。そう

いうものをより町民に深く理解をしていただいて、応援団になっていただくという

ような取組が大事ではなかろうかなと思います。 

最後に、昨日政府が来年度予算に向けて骨太の方針の原案を示しました。その中

で、新基本計画の策定に当たりまして、みどりの食料システムの確立に向けて有機

農業を後押しするということが示されましたので、私はその動向を注視してまいり

たいというように考えてございます。 

 

 


